
 

 

成 「7 度 

愛媛県 幡浜市 財政状況 

連結ベ ス 概要  
 

 

成 「7 度決算に基 く貸借対照表 行政コス 計算書 純資産

変動計算書 資金収支計算書 成 「8 」 月 」1 日  

 

 

 

 

幡浜市 総務企画部 財政課 

成 「9 6 月 

 

 

 

普通会計 財務 4 表に 営企業会計 病院事業 水道事業 共下水道事業等 組合

等 財務 4 表を連結した財務 4 表により財政状況を分析しました  

財務諸表 成 19 10 月に総務省より 表された 新地方 会計制度研究会

示した 総務省改訂モ ル により作成し います  

  



 

 

幡浜市 減価償却費や退職手当引当金等 非現金支出を含 た資産 債 状

況や 1 間 行政活動 コス を明 た 成 27 度 普通会計

特別会計等 連結ベ ス 決算 貸借対照表 行政コス 計算書 純資産変動計

算書 資金収支計算書 務 4表を作成 ま た  

こ 成 18 6 月 成立 た 簡素 効率的 政府を実現 た 行政改革

推進 関 法律 を契機 地方 資産 債務改革 一環 新地方 会計制

度 整備 位置付け たこ 地方 共団体 成 19 10月 総務省

表さ た 新地方 会計制度研究会 示 た 基準モ ル 又 総務省改訂モ

ル 沿 た発生主義 複式簿記 考え方を導入 地方 共団体単体及び関連団体

連結ベ ス 4 務諸表 務 4表 を整備 こ た  

幡浜市 務 4表 ま そ ２ モ ル うち 総務省改訂モ ル

基 作成 いま  
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1 連結 務諸表 

医1) 会計 分 連結 範  

 普通会計 

普通会計 地方 共団体 政比較 統一的 用い 会計 分

あ 教育 社会福祉 土木 消防等 地方 共団体 行政運営 基 的 経費

計 い  

 

 特別会計 

特別会計 国民健康保険事業特別会計や 護保険特別会計 特定 収入

事業 行 う会計 普通会計や 営企業会計 属 い会計  

 

 営企業会計 

営企業会計 使用料等 収入 経費 賄う 目的 水 供給や 療

提供 水 処理等 サ ビ 提供 特別会計 法適用企業 法非適用

企業 分類  

法適用企業 …… 地方 営企業法 規定 全部又 務規定等 適用 い 事業 

法非適用企業 … 地方 営企業法 規定 適用 い事業 

 

 一部事務組合 広域連合 

一部事務組合 広域連合 以 一組 広域 言う 複数 地方 共団体

行政サ ビ 一部 共同 行 う 目的 設置 い 組織 一

組 広域 務諸表 幡浜市 担割合 按分 金額 連結 い

 

 

 地方 社 第 セ タ  

 地方 社 第 セ タ 等 以 社 セ 言う 市 資 金 基

金 他 ％以 出資 い 場合や 資 金 ％

以 出資 役員 派遣 政支援等 実態 市 当該法人 運営 主 的 立

場 確保 い 認 法人 対象 い  

 

連結対象会計 い 次 表 覧く い  
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連結対象範 一覧表
幡浜市
担割合

普通会計 一般会計

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者 療特別会計

護保険特別会計

護サ ビ 特別会計

駐車場事業特別会計

簡易水 事業特別会計

共 水 事業特別会計

戸別合併処理浄化槽整備事業特別会計

規模 水 事業特別会計

水産物地方卸売市場事業特別会計

港湾整備事業特別会計

水 事業会計

市立 幡浜総合病院事業会計

幡浜 大洲地 広域市町村圏組合 一般会
計

「」.0％

幡浜 大洲地 広域市町村圏組合 幡浜
大洲地方拠点都市対策室特別会計

「】.0％

幡浜 大洲地 広域市町村圏組合 幡浜
大洲地方ふ 市町村圏基金事業特別会計

「」.5％

幡浜 大洲地 広域市町村圏組合 運動 園
特別会計

「1.「％

幡浜地 施設事務組合 一般会計 50.14％

幡浜地 施設事務組合 消防事業特別会計 59.50％

幡浜地 施設事務組合 休日 夜間急患セン
タ 事業特別会計

】5.40％

幡浜地 施設事務組合 尿処理事業特別会
計

【0.00％

幡浜地 施設事務組合 特別養護老人 ム
事業特別会計

】5.14％

予水 企業団 」「.「％

愛媛地方税滞納整理機構 4.【％

愛媛県後期高齢者 療広域連合 」.「％

宇和海文化都市開発株式会社 100.0％

分

特別会計

営企業会計
法非適用

営企業会計
法適用

連
結
対
象
会
計

幡
浜
市
分

一部事務組合
広域連合

地方 社

第 セ タ
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医「) 連結貸借対照表 

普通会計 市全体及 連結 貸借対照表 示 比較  

医 位 千

普通会計 市全体 連結
医A) 医B) 医（) （/A) （/B)

8「,」45,845 1「4,【95,」8】 1「9,00【,】44 1.5】 1.0」

あ 】」,8「8,980 11「,455,8【5 115,】41,8】1 1.5】 1.0」

い 「4,4「5,0」「 4」,9】9,155 45,094,9「5 1.85 1.0」

5】,9「0,81」 80,】1【,「」「 8」,911,819 1.45 1.04

い平あ 」」.1％ 」9.1％ 」9.0％

注1

注「

注」

債合計

資産 債差額

市全体 B 普通会計 A 営企業会計 法適用及 法非適用
他特別会計 含

連結 （ 市全体 B 一組 広域 社 セ 含

連 倍率 連結 （ 値 普通会計 A 市全体 B
何倍 い あ わ

連 倍率
目

後世代 社会資
担率

資産合計

有形固定資産合計

 

 

有形固定資産 普通会計 億 万 営企業 他特別会計

億 万 千 市以外 一組 セ 社等 億 万

千  
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債 普通会計 億 万 千 営企業 他特別会計

億 万 千 市以外 一組 セ 社等 億 万

 

 

 

普通会計 連結 比較 場合 連結 有形固定資産 普通会計 倍

対 債 倍 資産 比べ 債 増加割合 大 く

い  

 

資産 債差額 普通会計 億 万 千 対 市全体

億 万 千 連結 億 万 千 資産･

債差額 主 世代 担 形成 社会資 額 指 債 将来

返済 後世代 担 額 指 い  
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連結 普通会計 比較 後世代 社会資 担率 大

く増加 将来世代 担 増加 い わ  

 

 

市全体 水 事業 営企業会計 法非適用 市債 償還

限 普通会計 長い 要因  

 

 

医」) 連結行政コ ト計算書 

連結 普通会計 行政コ ト計算書 表 示 比較  

総額医千 ) 構成比率 総額医千 ) 構成比率

人 コ ト 人件費等 5,」】8,9】1 14.」％ 」,118,」「5 1】.1％ 1.】「

物 コ ト 物件費等 10,【4】,50」 「8.」％ 【,「【」,】9【 」4.」％ 1.】0

移転支出的コ ト 補助費等 「0,195,111 5」.8％ 8,【5【,【98 4】.4％ 「.」」

他 コ ト 支払利息等 1,」40,15「 」.【％ 「」1,【9「 1.」％ 5.】8

経常行政コ ト合計 」】,5【1,】」】 100.0％ 18,「】0,511 100.0％ 「.0【

経常収益合計 1【,018,09「 1,498,0】5 10.【9

差引 「1,54」,【45 1【,】】「,4」【 

市民 人あ 行政コ ト 1,054 51」 「.05

受益者 担比率 4「.【％ 8.「％

※ 連 倍率 連結 普通会計 何倍 い 表

※連 倍
率医倍)

普通会計連結

 

 

連結行政コ ト計算書 普通会計行政コ ト計算書 比較 経常行政コ ト

普通会計 億 万 千 対 連結 億

万 千 あ 全体 連 倍率 倍  

コ ト 訳 見 いく 物 コ ト 連 倍率 倍 や人

コ ト 連 倍率 倍 比較 移転支出的 コ ト 連 倍率 倍

他 コ ト 連 倍率 . 倍 連 倍率 目立  
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移転支出的コ ト 形成 目 社会保障給付 あ 連結

国民健康保険事業特別会計 後期高齢者 療特別会計 護保険事業特別会計

多額 コ ト 計 市 行う福祉目的事業 い う 特別会計

大 比重 占 い わ  

他 コ ト 連 倍率 . 倍 最 高く い

他 コ ト 形成 目 あ 支払利息 連結 水 事業特別

会計 市立 幡浜総合病院事業会計 水 事業会計 地方債支払利息 計

い  

一方 経常収益 普通会計 億 万 千 対 連結

億 万 千 連 倍率 倍  

経常行政コ ト 程度受益者 担 賄わ い 表 受益者 担率

普通会計 ％ 対 連結 ％ 大 く異

 

特別会計や企業会計 原則受益者 担 賄わ べ  

う 連結 見 場合 連結 ル プ いう 行政サ ビ 実施体

規模 把握 可能 特 特別会計 事業活動規模 大 わ
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医4) 連結純資産変動計算書 

連結純資産変動計算書 貸借対照表 純資産 部 計 い 各数値 間

う 変動 表 作成 純資産変動計算書 連結 務書類

 

連結純資産変動計算書 位 千

成「】 度

期首純資産残高 8」,「58,1「「 

純経常行政コ ト △「1,54」,【45 

源調

一般 源 1「,184,「「5 

補助金等受入 10,044,」【】 

臨時損益 △15,858 

出資 受入 新規設立

他 △15,」9「 

期 純資産残高 8」,911,819  

 

純経常行政コ ト 経常行政コ ト う 受益者 担 不足 部分 表 い

額 一般 源 地方税 地方交付税 国県補助金 源調

賄う 源調 賄え い場合 純資産 減少

 

幡浜市 純経常行政コ ト 億 万 千 対 賄う

源調 億 万 千 あ 期 純資産残高 億

万 千 期首純資産残高 比較 億 万 千 増加 い
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医5) 連結資金収支計算書 

連結対象団体 資産 う 歳計現金 ＝資金 出入 情報 経常的収支 部

共資産整備収支 部 及 投資 務的収支 部 異 分 分け

表示 務書類 連結 連結資金収支計算書  

連結資金収支計算書 位 千

成「】 度

」,」【8,【「5 

経常的支出 」4,「44,】98 

経常的収入 」】,【1」,4「」 

△【「「,995 

共資産整備支出 【,【9」,」【8 

共資産整備収入 【,0】0,」】」 

△「,9【8,0【8 

投資及 出資金支出 」,【51,9「」 

投資及 出資金収入 【8」,855 

0 

△「「「,4」8 

支出合計 + + 44,590,089 

収入合計 + + + 44,」【】,【51 

」,54】,54」 

」,」「5,105 

経常的収支 部

共資産整備収支 部

当期収支 -

期 資金残高 +

期首資金残高 前 度繰越金

投資 務的収支 部

翌 度繰 充用増減額

 
 

経常的収支 部 共資産整備収支 部 及 投資 務的収支 部

分 普通会計 資金収支計算書 同 く 経常的収支 部 生 黒字

共資産整備収支 部 投資 務的収支 部 赤字 補 関係

補 い場合 期 い 資金 減少 い 表

 

幡浜市 経常的収支 部 黒字 億 万 千 あ 共

資産整備収支 部 赤字 億 万 千 投資 務的収支 部 赤字

億 万 千 合計額 回 い  

結果 当 度資金減少額 億 万 千 期 資金残高 億

万 千 翌 度以降 源 繰 越  

 



連結

単位：千円

[資産の部] [ 債の部]

　公共資産 　固定 債

 形固定資産  地方公共団体

生活インフラ 国土保全 普通会計地方債

教育 公営事業地方債

福祉  地方公共団体計

環境衛生  関係団体

産業振興 一部事 組合 広域連合地方債

消防 地方 公社長期借入金

総 第 セクタ 等長期借入金

収益事業  関係団体計

その他  長期未払金

形固定資産計  引当金

 無形固定資産 うち退職手当等引当金

 売却可能資産 うちその他の引当金

公共資産合計  その他

固定 債合計

　投資等 　流動 債

 投資及び出資金  翌 度償還予定額

 貸付金 地方公共団体

 基金等 関係団体

 長期延滞債権  翌 度償還予定額計

 その他  短期借入金 翌 度繰 充用金を含む

 回収 能見込額 △  未払金

投資等合計  翌 度支払予定退職手当

 賞 引当金

 その他

　流動資産 流動 債合計

 資金

 未収金 　　債　　合　　計

 販売用 動産

 その他 [純資産の部]

 回収 能見込額 △ 　公共資産等整備国県補助金等

流動資産合計 　公共資産等整備一般 源等

　他団体及び民間出資分

　その他一般 源等 △ 

　繰延 定 　資産評価差額

純　 資　 産　 合　 計

資　　産　　合　　計  債 及 び 純 資 産 合 計

連結貸借対照表
成 ８ 日現在

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

  



連結

　 経常行政コスト 単位：千円

総　　額 構成比率
生活インフラ

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収 能
見込計上額

その他

人件費 %

退職手当等引当金繰入等 △ % △ 

賞 引当金繰入額 %

小　　計 %

物件費 %

維持補修費 %

減価償却費 %

小　　計 %

社会保障給付 %

補助金等 %

他会計等への支出額 %

他団体への
　　　公共資産整備補助金等

%

小　　計 %

支払利息 %

回収 能見込計上額 %

その他行政コスト %

小　　計 %

　構　成　比　率　 % % % % % % % % % % %

　 経常収益
一般 源
振替額

使 用 料 手 数 料

分 担 金 担 金 寄 附 金

保 険 料

事 業 収 益

その他特定行政サ ビス収入

他 会 計 補 助 金 等

／ % % % % % % % % % % %

△ 差引 純経常行政コスト －

連結行政コスト計算書
自　 成 月  日

至　 成 月 日

経 常 行 政 コ ス ト

経 常 収 益 b

  



連結

単位：千円

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 △ 

純経常行政コスト △ △ 

一般財源

地方税

地方交付税

その他行政コスト充当財源

補助金等受入

臨時損益

災害復旧事業費 △ △ 

公共資産除売却損益

投資損失

収益事業純損失

損失補償等引当金繰入 △ △ 

土地評価損

その他

科目振替

公共資産整備への財源投入 △ 

公共資産処分による財源増 △ △ △ 

貸付金・出資金等への財源投入 △ 

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 

減価償却による財源増 △ △ 

地方債償還等に伴う財源振替 △ 

出資の受入・新規設立

資産評価替えによる変動額

無償受贈資産受入

その他 △ △ △ 

期末純資産残高 △ 

連結純資産変動計算書
自　 成 月  日

至　 成 月 日

  



連結

単位：千円

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料 手数料

分担金 担金 寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合 広域連合公共資産整備支出

地方 公社公共資産整備支出

第 セクタ 等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期 払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 務 的 収 支 額

翌 度繰 充用金増減額

当 度資金増減額

期首資金残高

経費 担割合変更に伴う差額

期 資金残高

連結資金収支計算書
自　 成 月　 日

至　 成 月 日

経 常 的 収 支 の 部

公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

△ 

投 資 務 的 収 支 の 部

△ 

△ 
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成 ７ 度 幡浜市 連結 務書類 表 

幡浜市 連結範囲 

 

連結対象 各会計 団体等を 行政サ ビス実施体 幡浜市全体  

資産や 債 ストック情報を網羅 た 務書類  

 

  
資産 1「9,006,744 千  

訳  
共資産 116,「66,7「8 千  
路 学校 庁舎 水   

病院等 
 

投資等    4,91」,」89 千  
  基金 出資金等 
 

流動資産  7,8「6,6「7 千  
  現金 収金等 
  うち歳計現金 」,」「5,105 千  
  

 

債  45,094,9「5 千  
連結 伴い 水 病院等

債 加算さ い  

対前 度比＋577,647 千  

純資産 8」,911,819 千  
将来返済 必要 無い正味

資産 

対前 度比△774,「1」 千  

 

 

資金収支計算書 歳計現金 ＝資金

出入 情報を 経常的収支 部 共

資産整備収支 部 及 投資 務的収

支 部 異 分 分け 表示

た 務書類 あ 連結 た  

 

 

 

 

 

 

 

連結 貸借対照表 純資産 部 計 さ

い 各数値 1 間 う 変動

た を表 い 計算書  

 

 

 

 

 

 

1 間 行政活動 うち 福祉活動

資産形成 結 い行

政サ ビス 係 経費 そ 行政

サ ビス 直接 対価 使用料 手

数料 分担金 担金 寄付金

得 た 源を対比さ た

務書類  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結 務書類 4表  

○市民 1人当た 資産  」,619 千 前 度比 ＋68千  

○市民 1人当た 債  1,「65 千 前 度比 ＋4「千  

○市民 1人当た へ 行政サ ビス提供 1,054 千  

○次 度へ繰越 た 源  」,」「5,105 千  

計 1「9,006,774 千  計 1「9,006,744 千  

連結資金収支計算書 

期首医「6 度 )資金残高 」,547,54」 千  

当期収支 △「「「,4」8 千  

訳  

経常的収支    」,」68,6「5 千  

共資産整備収支 △6「「,995 千  

投資 務的収支 △「,968,068 千  

期 医「7 度 )資金残高 」,」「5,105 千  

連結貸借対照表 

連結純資産変動計算書 

期首医「6 度 )純資産残高 8」,「58,1「「 千  

当期変動高        65」,697 千  
訳  

純経常行政コスト △「1,54」,645 千  

源 調      「「,「1「,7」4 千  
そ 他           △15,」9「 千  

期 医「7 度 )純資産残高 8」,911,819 千  

連結行政コスト 

経常行政コスト医A) 
」7,561,7」7 千  

訳  

人 コスト  5,」78,971 千  
 職員給与 退職手当等 
 

物 コスト  10,647,50」 千  
 物品購入 光熱水費等 
 

移転支出的 コスト「0,195,111千  
 児童手当や生活保護  
社会保障給付 各種団体へ  

補助金 繰出 金等 
 

そ 他 コスト    1,」40,15「 千  

 地方債 利子     

経常収益医B) 16,018,09「 千  
行政サ ビス 利用 市民 方 直

接 担 使用料や手数料等  

純経常行政コスト医A－B) 
            「1,54」,645 千  
経常行政コスト 経常収益を差

引いた純粋 行政コスト  

連結 

 

市全体 

 

一般会計 

普通会計 国民健康保険事業特別会計 

後期高齢者 療特別会計等 
営企業会計医法非適用)７会計 
営企業会計医法適用) 会計 

一般事務組合 

広域連合 
地方 社 
第 セクタ  

 

幡浜市 普通会計 行 い 事業 ほ 水 事業 市立病院事業

水 事業 国民健康保険事業等 事業を行 い た こう た市

行う事業 別 関係団体を通 行う事業 あ  

そこ 幡浜市全体 ストック情報やコスト情報を分析 た 一定以 出

資 い 関係法人等 を対象 た連結 務書類を用い  

 


